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内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

 

当社取締役会は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他当社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために

必要なものとされる体制を以下の通り構築し、社長以下の業務執行機関がその運用にあたる。 

 

１．当社取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）取締役会は、取締役が法令、定款及び企業倫理に則りその職務を執行するため、取締役

会規則、並びに子会社を包含するＮＧＫグループ企業行動指針及びＮＧＫグループ行動

規範を制定し、取締役はこれを遵守する。 

（２）コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス活動基本要領に基づいて法令・企

業倫理の遵守活動、特別危機管理事案への対応等を審議する。また、本委員会に各部門

のコンプライアンス遵守の実務責任者から構成される推進部会を設置し、日常業務にお

ける法令・社内規則の遵守を図る。 

法令・社内規則違反その他、ＮＧＫグループ企業行動指針及びＮＧＫグループ行動規範

の趣旨に反する事実を発見した場合における職制外の相談・報告ルートとしてヘルプラ

イン制度を設置し、ヘルプライン制度運用規程に基づき運営する。 

（３）内部統制委員会を設置し、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の評価及

び報告」についての審議を行う。 

業務監査部を設置し、内部監査の専門部署として各部門の業務執行状況について内部監

査を実施するとともに、適切な統制の実行体制が構築・運営されることを確保する。 

品質委員会及び環境安全衛生委員会を設置し、その事務局である各部署は専門分野に特

化した形でグループ内の監査（以下、「専門監査」という。）を実施する。専門監査には、

必要に応じてコンプライアンス委員長が関与する。 

（４）経営倫理委員会を設置し、社外役員を主要な構成員として、当社の役員等が関与する不

正及び法令違反並びに競争法及び海外腐敗行為防止法への対応（以下、「本件事項」と

いう。）を取り扱う。本件事項に係る内部通報については、ヘルプライン制度とは別に

設置するホットライン制度を利用する。ホットライン制度においては予め指定された外

部の弁護士が内部通報を受理し、本委員会に直接報告する。本件事項については本委員

会が取締役会に直接報告する管理体制を構築し、コンプライアンス体制の維持・向上を

図る。 

（５）取締役は、上記コンプライアンス体制の実効性を日常的に点検し、その実効性に関する

問題又は法令違反その他コンプライアンス上の問題を発見した場合は、取締役会及び監

査役に報告し、対策を講じる。 

（６）取締役は、個別の業務領域におけるコンプライアンス管理について、コンプライアンス

活動基本要領を構成する基本的な考え方に留意しつつ、必要に応じて適切な体制を構築

し、継続的に見直しを図る。 

 

２．当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理に関する規程等に基づき、適切且
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つ検索性の高い状態で保存・管理するものとし、取締役及び監査役はこれらの情報を常

時閲覧できるものとする。 

 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）全社的なリスクについては、リスク統括委員会がリスク統括委員会規程に基づき、リス

クマネジメントに係る方針策定、体制構築、リスクマネジメント全般の執行状況のモニ

タリング等を取り扱う。 

また、個別のリスク事項（管理すべき重要なリスクを含む）への対処は、当該リスク事

項を管理、監督すべき部門または次に掲げる委員会の長の責任の下で、当該部門または

委員会が一義的に行う。 

 サステナビリティ統括委員会：ＥＳＧ・ＳＤＧｓ要素を含むサステナビリティ課題に

関する事項 

 開発・事業化委員会：開発・事業化に関する事項 

 設備委員会：設備投資・情報システムに関する事項 

 品質委員会：製品等品質問題に関する事項 

 環境安全衛生委員会：法令対応等の環境管理及び安全衛生に関する事項 

 コンプライアンス委員会：法令・企業倫理に関する事項 

 内部統制委員会：財務報告に係る内部統制の評価及び報告に関する事項 

 ＨＲ委員会：人権・人事施策に関する事項 

 ＢＣＰ対策本部：事業継続に関する事項 

 中央防災対策本部：設備等関連事件・事故・災害に関する事項 

 安全保障輸出管理／特定輸出・通関管理委員会：輸出管理等に関する事項 

 経営倫理委員会：上記１．（４）に定める本件事項 

（２）災害、事故その他のリスクが現に発現した場合等には、危機管理基本規程に基づき、同

規程が定める部門及び委員会等が対応する。このうち著しく重大なリスクに関しては、

サステナビリティ推進部担当執行役員の判断で、社長の参加する対策会議を招集し、対

応に当たる。 

（３）日常的な事業運営上のリスクについては、関係職制において日々のリスク管理を行うと

ともに、予算策定、設備投資及び研究開発等の決裁プロセスにおいて総合的にリスクの

検討・分析を行い、これを回避・予防する。 

 

４．当社取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役会の決定に基づく業務執行については、社長が業務執行上の最高責任者として当

社の業務を統括する。社長の意思決定を助けるため、経営会議、戦略会議、サステナビ

リティ統括委員会、リスク統括委員会、開発・事業化委員会、設備委員会、品質委員会、

環境安全衛生委員会、コンプライアンス委員会、内部統制委員会、ＨＲ委員会、その他

の委員会を設置し、総合的に審議・調整を行う。 

（２）取締役の日々の業務執行については、職務権限表・業務分掌規程・各種決裁手続規程に

よって、それぞれの責任者及びその責任範囲、並びに執行手続の詳細について定めるこ

とで各部門の長等に権限委譲を行い、業務執行の効率化を図る。 
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５．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）取締役会は、使用人が法令及び定款並びに企業倫理に則りその職務を執行するため、Ｎ

ＧＫグループ企業行動指針及びＮＧＫグループ行動規範を定める。また、コンプライア

ンス委員会による使用人に対するコンプライアンス教育の実施、ヘルプライン制度及び

ホットライン制度の運用を通じて、コンプライアンス体制の整備を図る。 

（２）使用人は、法令違反その他コンプライアンス上の問題を発見した場合には直ちに上司、

関連部門の取締役又は社内担当部門に報告する。 

（３）業務監査部は、各部門の業務執行状況について内部監査を実施するとともに、適切な統

制の実行体制が構築・運営されることを確保する。また、品質委員会・環境安全衛生委

員会の事務局である各部署は専門監査を実施し、必要に応じてコンプライアンス委員長

がこれに関与する。 

 

６．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

① 子会社を所管する部門は、所管する子会社に対し、子会社運営上の動向・変化（経

営体制、労務、コンプライアンス等）について、適宜、報告させるものとする。子

会社から報告を受けた所管部門は、必要に応じてグループ会社統括事務局である経

営企画室に報告し、グループ会社統括執行役員への情報の一元化を図るとともに、

関連する本社部門に報告するものとする。所管部門は、子会社においてコンプライ

アンス上の問題や事件・事故が発生した場合には、上記に加え、遅滞なくコンプラ

イアンス委員長に報告するものとする。 

② 当社による経営管理、経営指導内容が法令に違反し、又はコンプライアンス上問題

があると子会社が認めた場合には、当社のコンプライアンス委員会に報告するもの

とする。 

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、子会社における重要な財産の処分及び譲受、設備投資、資金借入、融資及び債

務保証、営業債権の処分等について、その内容・規模に応じて当社の所管部門の決裁、

経営会議審議の上での社長決裁又は取締役会決議による承認を得ることとする旨を「職

務権限表」に定め、子会社の損失の危険を管理するものとする。 

（３）子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 子会社を所管する部門はその指導の下、子会社に事業方針を策定させ、取締役会の

決定に反映させる。取締役会の決定に基づく業務執行については、子会社の社長に、

業務執行上の最高責任者として子会社の業務を統括させる。 

② 子会社の取締役の日々の業務執行については、子会社において職務権限、業務分掌、

決裁手続に係る規程を作成させ、これらの規程においてそれぞれの責任者及びその

責任並びに執行手続の詳細について定めることで権限委譲を行わせ、業務執行の効

率化を図らせる。 

（４）子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

当社及びその子会社を包含するＮＧＫグループ企業行動指針及びＮＧＫグループ行動

規範を定め、当社及びその子会社の取締役・使用人を一体として法令遵守意識の醸成を
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図るとともに、適正に業務を執行する体制を整備する。また、子会社への監査役の派遣

並びに当社の業務監査部による内部監査及び専門監査の実施等により、リスク管理体制

及び法令遵守体制の維持を図る。当社のヘルプライン制度及びホットライン制度につい

ては、子会社の役職員も利用可能とする。また、海外子会社においては、各々の国情・

文化・社会風土等を勘案し、ヘルプライン又はこれを補完・代替する制度を整備する。 

 

７．当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項、当該使用人の当社取締役からの独立性に関する事項及び当社監査役の当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役は監査役と

協議の上、適切に対処する。 

（２）監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、その人事異動・人事評価・懲戒処分は

監査役会の同意を得て行う。 

（３）監査役は必要に応じていつでも当該使用人に対し指示を行うことができ、当該使用人は

当該指示を優先して職務を行う。 

 

８．当社監査役への報告に関する体制 

（１）当社の取締役及び使用人が当社監査役に報告をするための体制 

① 取締役は、上記１に定める場合の他、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

を発見した場合には、直ちに監査役に報告するものとする。 

② 使用人は、上記５に定める場合の他、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

を発見した場合には、直ちに上司、関連部門の取締役又は社内担当部門に報告し、

報告を受けた上司、関連部門の取締役又は社内担当部門は、直ちに監査役に報告す

るものとする。 

③ コンプライアンス体制の運用状況、ヘルプライン制度の運用状況、内部監査結果の

他、監査役がその職務執行上報告を受ける必要があると判断した事項について、各

担当部門は監査役に報告するものとする。 

④ 監査役は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議に出席し、必要な情報を

適時に入手する。 

（２）子会社の取締役、監査役及び使用人（以下、「役職員」という。）又はこれらの者から報

告を受けた者が当社監査役に報告をするための体制 

① 子会社の役職員又は上記６（１）①の定めにより子会社から報告を受けた所管部門

は、法令違反その他コンプライアンス上の問題又は当社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事項を発見した場合には、直ちに当社監査役に報告するものとする。 

② 当社監査役は、定期的に子会社の監査役または監査担当者との連絡会を開催し、子

会社の運営状況について報告させるものとする。 

③ 子会社の役職員も利用可能であるヘルプラインの運営事務局は、子会社の案件を含

めたヘルプラインの運用実績について、当社監査役も出席するコンプライアンス委

員会において報告を行う他、必要に応じて当社監査役に対し報告を行うものとする。 
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９．上記８の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制  

当社監査役への報告を行った当社及びその子会社の役職員は、当該報告をしたことを理

由として、解雇・降格・減給・配置転換等を含むいかなる不利益な取扱いも受けないも

のとする。 

 

１０．当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査役の職務の執行に係る費用について、監査役会が策定した内容に基づく予

算を措置する。予算外の費用が生じる場合も、その前払又は償還に応じる。 

 

１１．その他当社監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる

ものとする。また、監査役は代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を実

施するものとする。 

以上 

 


